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Abstract 
 
On January 14, 2014, the United States Court of Appeals for the District of Columbia Circuit made a critical 
judgment on FCC's Open Internet Order 2010, which was promulgated to preserve the Internet as an open 
platform for innovation, investment, job creation, economic growth, competition, and free expression.  In this 
Order, FCC adopts three basic rules: transparency, no blocking, and no unreasonable discrimination.  The court 
found that the FCC was granted affirmative statutory authority to issue the Order under Section 706 of the 
Telecommunications Act of 1996, and its justification for imposing the Order was reasonable and supported by 
substantial evidence.  The court sustained the disclosure rule.  Nevertheless, the court vacated the 
anti-discrimination and anti-blocking rules, and remanded them to the Commission, because of the FCC's lack of 
showing that they did not impose per se common carrier obligations.  On May 15, 2014, the FCC started a new 
broad rule-making process to protect and promote the open Internet, introducing a legal standard termed 
'commercial reasonableness'.  However, even in the new proposal, the influence of companies providing their 
platforms in the Application Layer is not considered well.  Government authorities should make an additional 
framework that is necessary to preserve the vibrant and open architecture of the Internet, and thereby foster its 
future developments.   
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3. 考察 
 
3.1 2009年に成立した民主党政権下の FCCによるブロードバンド政策について-ブロードバ 
    ンド・サービスの規制上の再分類をめぐる議論を中心に- 
 
 2009年 1月に就任した民主党の Barack H. Obama, Jr.大統領は、就任以前から情報通信政策を、米国
の経済再生を目的とする最重要課題の 1つに位置付けていた146147。そして、2008年に顕在化した世界
的な経済危機への対応も 1つの目的とする所謂「景気対策法」148の制定、及び同法にもとづく「全米
ブロードバンド計画」(='the National Broadband Plan 2010')149の策定に代表される、政権主導型の具体的、
かつ、積極的な情報通信政策の遂行を試みた。 
 一方、FCCは、より直接的に「ネットワークの中立性」の維持と関係する幾つかの政策を実施して
きた。まず、景気対策法にもとづく「農務省」(='the Department of Agriculture')の「周辺地域公益事業
サービス」(='Rural Utilities Service'/以下「RUS」)が、管轄権を有する「ブロードバンド主導プログラ
ム」(='the Broadband Initiatives Program'/以下「BIP」)150及び「商務省」(='the Department of Commerce')
の「連邦(商務省)電気通信情報庁」(='National Telecommunications and Information Administration'/以下
「NTIA」)151が、管轄権を有する「ブロードバンド技術機会プログラム」(='Broadband Technology 
Opportunities Program'/以下「BTOP」)152では、ネットワークの末端部分である「ラスト・マイル/最後
の 1マイル」(='Last Mile')及びそこに至る「ミドル・マイル」(='Middle Mile')に対する連邦政府の支援
を受けるに際して、非差別及び相互接続等の義務が課された153。また、FCCは、(移動体通信事業を含
む)幾つかの有力な事業者の事業活動に対する個別の調査を行った154。更に、2009年 10月 22日、FCC
は、「開放されたインターネット・ブロードバンド産業実務の維持に関する規則制定提案の告示」155を
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行い、2005年のインターネット政策声明に代替する、新たな 6原則を提案した。 
 2009年 6月 29日に FCCの委員長に着任した、Julius Genachowski氏は、「ネットワークの中立性」
の考えの支持者であった。そのため、以上の一連の政策は、電気通信サービスの一部に対する規制強
化、連邦通信法第 II 編のもとで、ブロードバンドにコモン・キャリア規制156が課されること、更に、
移動体通信事業者も含めて、「ネットワークの中立性」の維持を目的とする規制が課されること157、に
対する事業者の強い警戒を喚起することとなった。 
 2010 年 5 月 7 日、FCC の Genachowski 委員長は、「第 3 の道: アメリカにおけるインターネット政
策の未来」(='The Third Way: The Future of Internet Policy in America')158と題されるそのビデオ・アドレス
で「第 3の道」(='the Third Way')を新たに提案し、同年 6月 17日、当該考え等を提案する「ブロード
バンド・インターネット・サービスのための枠組みに関する調査の告示」159を公表した。そこでは、
当該サービスの分類のアプローチとして、(1) 連邦通信法第 I編の付随的権能に依存して情報サービス
として継続して規制する(かつ、同法同編から追加的な権能を発展させる)、(2) 同法第 II編の条項を全
て適用して電気通信サービスとして規制する、という既存の考えに加えて、(3) 同法第 II 編のもとで
電気通信サービスとして分類した上で規制を差し控える160、という考えが提案された。当該提案は、
同法第 II編の全面適用に対する事業者の反対を緩和することを目的とするが、広く反対された。 
 一方、FCCは、2010年 6月末から、AT&T Inc.、Verizon Communications社、Skype Limited及びGoogle 
Inc.(以下「Google 社」)を含む有力な事業者、「全米ケーブル電気通信協会」(='National Cable & 
Telecommunications Association'/NCTA)、並びに、主に非ネットワーク系の IT事業者の支持を得てネッ
トワークの中立性を支持する連合であるOpen Internet Coalition等と非公開の会合を開催し、「調停者」
として、ネットワークの中立性の原則に関する合意形成を目指したが、その目的を実現出来なかった。 
 2010年 8月 9日、Verizon Communications 社とGoogle社とは、「開放されたインターネットのため
のの政策提案」161を公表した。当該提案で、両者は、2005年のインターネット政策声明の 4原則に加
えて、非差別的取扱い及び消費者に対する情報開示を強制可能なものとすることを提案する。更に、
彼らは、FCC共同によって利用可能な強制の仕組みを創設すること、一定の条件のもとで、追加的な
差別化されたオンライン・サービスの提供を事業者に容認すること、無線ブロードバンド市場には、
情報開示のみを要求すること162、及び、全てのアメリカ人に対するブロードバンドの提供のために、
両者が、「ユニバーサル・サービス基金」(='Universal Service Fund'/以下「USF」)改革に協力すること、
を提案する。そして、彼らは、この政策的枠組みが、ブロードバンドのプロバイダーに、彼らのネッ
トワークを運営し、かつ、新たな類のオンライン・サービスを提供する柔軟性を許す一方で、消費者
に適切に力を与え、FCCに、ブロードバンドの新たな世界のための注意深く仕立てられた役割を付与
する、ことを信じる、という考えを述べて、広く連邦議会、FCC及び全ての利害関係人に対して、協
力を呼びかけた163。 
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 しかし、連邦議会でも、規制の再分類を含むFCCの提案は、広くは支持されなかった。更に、2010
年11月の連邦議会の中間選挙で民主党が大敗した結果、連邦通信法の改正によって既存の規制上の枠
組みを変更することは、極めて困難となった。 
 
3.2 FCCによる 2010年の開放されたインターネットの命令の概要及びそれが提起する問題  
   について 
 
 2010年12月23日、FCCは、インターネットを、消費者の選択、表現の自由、ユーザーの制御、競争
及び革新を行う自由、を可能とする、ある1つの開放されたネットワークとして維持するために行動し
た、と発表し、同日、当該命令(すなわち、所謂「開放されたインターネットの命令」又は「オープン・
インターネット命令」(='FCC Open Internet Order 2010')164を公表した。 
 当該命令は、インターネットを、革新、投資、職の創出、経済成長、競争、及び表現の自由のため
のある1つの開放されたネットワークとして維持することを、その目的とする。そして、インターネッ
トの自由及び開放性に関するより大きな明確性及び確実性の継続を提供する目的で、FCCによって、
広く受容されてきたインターネットの規範と同様に、その従前の判断にもとづく3つの規則、すなわち、
(1) 「透明性」(='Transparency')165166、(2) 「ブロッキング/遮断の禁止」(='No Blocking')167、及び(3) 「不
合理な差別の禁止」(='No Unreasonable Discrimination')168が、採択された。また、これらの3つの規則に
補足的な「合理的なネットワーク運営」(='Reasonable Network Management')169の原則も定められた。 
当該命令で採択された3つの規則及び補足的な1つの原則を、規制される事業者にもとづいてまとめ
ると、以下の様になる。 
(1) 固定(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス・プロバイダーに対しては、強
制可能な「透明性」の規則にもとづいて、情報を開示することが要求され、かつ、そのものが当該事
業に従事する限りにおいては、「合理的なネットワーク運営」に服して、適法の、コンテンツ、アプ
リケーション、サービス又は損害を与えない機器をブロッキング/遮断すること、及び/又は、「不合
理な差別」を行うこと、が禁止される。 
(2) 移動体(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス・プロバイダーに対しては、
強制可能な「透明性」の規則にもとづいて、情報を開示することが要求され、かつ、消費者を、適法
のWWWサイトからブロッキング/遮断すること、及び/又は、そのものが当該事業に従事する限りにお
いては、合理的なネットワーク運営に服して、当該プロバイダーの、音声又はビデオの電話サービス
と競争するアプリケーションをブロッキング/遮断すること、が禁止される。 
固定(の)ブロードバンド・プロバイダーのみに課される「不合理な差別の禁止」に対する当該規則
は、特に、それらのプロバイダーが、彼らの加入者に対して、彼ら自身の又は彼らの関連会社等のイ
ンターネット・コンテンツの配信を、非関連のコンテンツの配信よりも支持する能力及び誘因の両方
を有すること、に鑑みて、特に、それらに対して、不合理な差別を禁止する義務を課すものである。 
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 また、FCCは、何が許容され得るかについてのより大きな指針を提供する目的で、如何なる行為が
「合理的なネットワーク運営」であると考えられ得るかを判断するためのある定義170を発展させた。 
 そして、FCCは、「不合理な差別の禁止」の規則の解釈、及び「合理的なネットワーク運営」を構
成する行為の射程については、当該命令制定の時点で必ずしも明確な規則を定めるのではなく、具体
的な事案の審査で「一件一件の/ケース-バイ-ケースの」(='case-by-case')ベースで、より特定に判断す
ることが定められた171。 
 以上で記した様に、当該命令では、移動体(の)ブロードバンドに対しては、それが、固定(の)ブロー
ドバンドよりも(発展の)初期の段階にあるプラットフォームであり、かつ、急速に発展していること
等を理由として、より緩やかな規制が、課されることとなった。そして、FCCは、移動体(の)ブロー
ドバンド市場の発展を綿密に監視し、当該命令の枠組みを、適切なものに適合させる「評価される段
階」(='measured step(s)')を取ることが適切である、と判断した172。 
 更に、ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス・プロバイダーに対して、当該サー
ビスの提供を可能とする伝送路を建設する誘因を提供する目的で、当該プロバイダーが、当該サービ
スを提供する「ラスト-マイル/最後の1マイル」の施設を経由して、別途「特殊化されるサービス」
(='Specialized Service(s)')173を提供することが、認められた。そして、「特殊化されるサービス」に対す
る規制において、FCCは、増分的に前進することが定められた174。 
 当該命令でも、ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスは、連邦通信法の第I編のも
とで情報サービスとして規制される。当該サービスを規制するFCCの権能の制定法上の根拠は、従前
よりもより広い連邦通信法の編及び条項に求められた175。また、当該命令の規則の違反に対する強制
に関しても、幾つかの手続きが整備された176。 
 更に、FCCは、それらの施行日から遅くとも2年までに、当該規則の全てを再考し、その枠組みを適
切なものに修正することが定められた177。 
 しかし、当該命令は、早くからネットワークの中立性規制の賛成論者及び反対論者の双方からの批
判にさらされてきた。概して、当該命令に関して広く認識されてきた問題は、以下の通りである。 
 中立性規制の反対論者は、本件命令について、移動体(の)ブロードバンドに対して(中立性規制の反
対論者の間でも批判が少ない)所謂「情報開示」以上の義務が課されたことや、当該命令による規制の
対象とされない「特殊化されるサービス」として認定され得る範囲が、限定されると解釈され得るこ
と、特に、FCCが、本件命令を制定する制定法上の権能の根拠が、必ずしも明確でないこと、等を批
判する。そして、最終的には本件訴訟が提起されるに至った。 
 それに対して、中立性規制の賛成論者は、本件命令について、特に「不合理な差別の禁止」の規則
及び「合理的なネットワーク運営」の原則に関連する規制のあり方が、少なくとも現在の時点では必
ずしも明確ではなく、当該命令による規制が迂回される危険性が否定しきれないこと、少なくとも当
該命令の制定の時点では、移動体(の)ブロードバンド・サービスのプロバイダーに対する規制が緩や
かであり、将来的に、当該命令の枠組みを、適切なものに適合させる「評価される段階」を取ること
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が適切である、と判断されたこと、並びに、(実質的な規定が殆ど記されていないことから)「特殊化
されるサービス」に対する規制が迂回される危険性が存在し178、更に、当該規制に関して、FCCが、
「増分的に前進する」という考えが、採用されたこと、等を批判する。特に、ブロードバンド・イン
ターネット・アクセス・サービスを、連邦通信法第II編が適用される電気通信サービスとして規制の
再分類を行うことを従前から主張してきた賛成論者は、当該命令に対して強く反対した179。 
 特に、伝送路の保有者に対する規制に着目した場合、スマートフォンやタブレット型コンピュータ
に加えて各種のウェアラブル機器を含む各種の移動体機器を使用する移動体(の)ブロードバンドの利
用が急速に普及する近時の状況においては、本件命令は、以下の様な問題を提起する。まず、移動体(の)
ブロードバンドの利用の拡大は、エンド・ユーザーによる固定(の)ブロードバンド・プロバイダーが
提供するサービスの利用を低減させ、結果として、本件命令の規制が効果的に及ぶ範囲を相対的に縮
減させ得る180。また、当該規則のもとでは、移動体(の)ブロードバンド・プロバイダーに対しては、
強制可能な「透明性」の規則にもとづいて、情報開示が要求され得るが、しかし、「ネットワークの
中立性」の考えにもとづく規制との関連で、政策担当者が、早い時期から考察の対象としてきた、(潜
在的なものも含む)事業者による具体的行為である、(1) トラフィック/通信量の遮断又は意図的な遅延、
(2) トラフィック/通信量の差別化、及び(3) トラフィック/通信量の高速化に必要な費用の(特に非ネッ
トワーク系のIT事業者に対する)追加的要求という3つの行為の全てについて、規制は極めて緩やかで
ある。すなわち、移動体(の)プロバイダーは、限定的な「ブロッキング/遮断の禁止」の規則にもとづ
いて、「適法のWWWサイト」及び「当該プロバイダーの、音声又はビデオの電話サービスと競争す
るアプリケーション」を対象として、前述の範囲でのみ規制され得るが、例えば、FCC Comcast 
BitTorrent Order181で終了が命じられた類の行為は、規制され得ない。更に、前述した様な可搬型の機
器に付加されるある特定の追加的な機能及び/又はそれらの機器の上で日常的に広く使用される移動
体(の)アプリケーションである「アップ」(='app(s)')の利用の増大は、それらが、移動体(の)ブロードバ
ンド・プロバイダーによって提供される場合には、前述した「特殊化されるサービス」として規制さ
れる範囲を拡大することによって、当該命令が少なくともブロードバンド・インターネット・アクセ
ス・サービスに対しては課し得る規制を、回避し得るという結果をもたらし得る。 
 これらの問題に鑑みた場合、もし、仮に本件訴訟が提起されなかった場合であっても、本件命令に
も定められている様に、FCCは、可能な限り早い時期に当該命令に対する再考を開始する必要があっ
たであろう、と考えられる。 
 
3.3 本判決以後の米国における「ネットワークの中立性」をめぐる議論の動向について 
  -新たな中立性規制のあり方をめぐる議論を中心に- 
 
 本件判決は、非常に大きな衝撃をもたらした。まず、賛成及び反対の両方を含むネットワークの中
立性の議論の論者の動向について。概して、当該判決に関する報道は、賛成論者にとって相当に悲観
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的である182。概して、Free Press及び Public Knowledgeに代表される中立性規制の賛成論者は、ブロー
ドバンド・サービスを連邦通信法第 II編が適用される電気通信サービスとして規制の再分類を行うこ
とを主張する183184。Yeshiva Universityの Benjamin N. Cardozo School of Lawの Susan Crawford教授に代
表される研究者も、規制の再分類を支持する185。また、University of PennsylvaniaのKevin Werbach准
教授の様に、より広く規制の再分類に限定されない公益事業型の規制を主張する研究者も存在する186。
一方、(ブロードバンド・プロバイダーを含む)中立性規制の反対論者は、総じて当該判決を歓迎する187。 
 次に、事業者の動向について。当該判決が示された 2014年 1月 14日、Verizon Communications社は、
インターネットの開放性を尊重する旨の報道発表を行った188。しかし、同年 2月 23日、当該判決を受
けて、Netflix, Inc.(以下「Netflix社」)189が、そのサービスが受ける速度の改良を目的として、Comcast 
Corporation とある契約を締結したことが、公表された。このことは、「優先のための支払い」が、実
務として普遍化することに対する懸念を、広くもたらすこととなった190。 
 更に、連邦議会における動向について。2014年 2月 3日、キャリフォーニア州選出の民主党下院議
員のHenry A. Waxman氏及びキャリフォーニア州選出の民主党下院議員のAnna G. Eshoo女史は、H. R. 
3982「2014年オープン・インターネット維持法」(='the Open Internet Preservation Act of 2014')191を連邦
議会下院のエネルギー及び商務委員会に提出した。当該立法は、同年 1月にコロンビア特別区連邦控
訴裁判所によって完全に取り消されたオープン・インターネット命令の「ブロッキング/遮断の禁止」
及び「非差別」の規則を、FCCが、当該オープン・インターネットの手続きにおいて、新たな最終的
な行動を取るまで復活し、効力を保持し続けさせることをその目的とする。同日に、当該法案とその
名称を含めて全く同一の内容である S. 1981が、マサチューセッツ州選出の Ed Markey氏を含む 6名
の民主党上院議員によって連邦議会上院の商務、科学及び運輸委員会に提出された192。これらの法案
は、FCCに、連邦議会が当該当局に活力ある開放されたインターネットの保護を留めておくことを期
待するというある強いメッセージを送ることが期待された。 
 そして、FCCにおける動向について。2013年 11月 4日に就任した FCCの Tom Wheeler委員長は、
本件判決が示された後の 2014年 2月 19日、コロンビア特別区連邦控訴裁判所の判決を充足する形で
新たな中立性規則の策定を行う旨の報道発表を公表した193。そこでは、(1) 新たな規則を提案するこ
と(すなわち、「透明性」(='Transparency')の規則の強制及び強化、「ブロッキング/遮断の禁止」(='No 
Blocking')の規則の目的の遂行、及び「差別の禁止」(='non-discrimination')の規則の目的の遂行)、(2) 連
邦通信法第 II編の権能を検討し続けること、(3) 当該Verizon判決の司法審査を控えること、(4) パブ
リック・コメントを求めること、(5) インターネット・サービス・プロバイダーを彼らのコミットメ
ントに保持すること、及び(6) 競争の強化が、示された。特に、FCC は、ブロードバンド・サービス
に対する規制上の権能を、1996年電気通信法§ 706に求める方向性を明らかにした。このことは、す
なわち、民主党員及び「公共の利益のための団体」(='public interest group(s)')が、主張してきた連邦通
信法第 II 編の下で規制される電気通信サービスとして再分類することを計画しないことを意味する。
同時に、当該発表は、新たな規則制定において、FCC が、「優先のための支払い」を容認するのでは
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ないか、という懸念を、広くもたらすこととなった。 
 2014年 4月 30日、FCCの Tom Wheeler委員長は、新たなネットワークの中立性規則の草案を委員
間で回覧していることを明らかにして、当該「規則制定提案の告示」(='Notice of Proposed Rule 
Making'/NPRM)に関する所見を述べた194。そこで、Wheeler委員長は、現在従事している作業が、規則
制定提案の告示であること、及び(連邦通信法第 II 編を含む)全ての選択肢を検討し続けること、を強
調して、「商業的に合理的な」(='commercially reasonable')というテストの導入が、「優先のための支払
い」(='Pay for Priority')の無制限の容認を意味するかの様な近時の報道を批判した。しかし、Wheeler
委員長の当該考えに対して、数多くの非ネットワーク系の IT 事業者が、反対の意思を表明した195。
FCCの内部でも、新たなネットワークの中立性規則の草案の投票を行うことに対して、民主党支持者
及び共和党支持者の双方の委員から反対の考えが表明された196197。しかし、同年 5月 15日、民主党支
持者である Tom Wheeler委員長、Mignon L. Clyburn委員、及び Jessica Rosenworcel委員の 3名が賛成
し、共和党支持者であるAjit Pai委員及びMike O’Rielly委員の 2名が反対した投票の結果、当該規則
は可決された。そして、同日、FCCは、新たなネットワークの中立性規則の規則制定提案の告示を行
うことを公表し198、同日当該告示199を公表した。 
 FCCは、当該告示において、その権能を 1996年電気通信法§ 706に求めて、本件判決において、コ
ロンビア特別区連邦控訴裁判所によって述べられたある法的な「青写真」(='blueprint')に依存して、ブ
ロードバンド・サービスを規制することを提案する。同時に、FCCは、連邦通信法第 II編において基
礎付けられる当該電気通信規制の下でその権能を使用することを真剣に考察する(であろう)、と述べ
る。 
 概して、FCCは、以下の様な規制のあり方を考えているものと思われる。本件判決で、本件裁判所
は、(1) 1996年電気通信法§ 706(すなわち、47 U.S.C. § 1302)が、FCCに、ブロードバンド・インフラ
ストラクチャーの当該提供を促進する手段を制定する積極的な権能を与えたこと、(2) FCC が、それ
にブロードバンド・プロバイダーのインターネットの通信量/トラフィックの取扱いを支配する規則を
公布する能力を与える目的で、当該条項を合理的に解釈したこと、及び(3) それらの規則が、(特にエ
ッジ・プロバイダー及び消費者によって実現される)革新の高潔なサイクル/循環を維持し、かつ、容
易なものとするという、争点となっている当該特定の規則のための当該正当化は、合理的であり、か
つ、実質的証拠によって支持されたこと、を認定した。しかし、本件裁判所は、(4) FCC は、明示的
な制定法上の義務に違反する要求を課すことは出来なかったこと、すなわち、(5) FCC が、ブロード
バンド・プロバイダーを、それらがコモン・キャリアの取扱いを免除される様なやり方で分類したが
故に、連邦通信法は、それらをその様に規制することを明示的に禁止したこと、を指摘して、(6) FCC
が、「非差別」及び「ブロッキング/遮断の禁止」の規則が、本来的にコモン・キャリアの義務を課さ
ないことを示さなかったことを理由として、それらを、取り消した。 
 本件裁判所は、特に、[2.2 (b) (1)]及び[2.2 (b) (3) (A)]で前述した様に、近時に、移動体電話会社にデ
ータ・ローミングの合意を互いに提供することを強制するある FCCの規制の適法性が争われた Cellco 
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Partnership v. FCC200において、当該裁判所が、「あるキャリアが、サービスを、「非差別に」及び「一
般的な(契約の)条件」で提供することを強いられている場合には、・・・そのキャリアは、コモン・キ
ャリアの地位に委ねられている」201が、(特に)「商業的に合理的な」というある包括的な語を記すこ
とによって、当該基準に「相当の柔軟性」を組み込むCellcoにおけるデータ・ローミングの規則は202、
これらのプロバイダーを許容されることなく、コモン・キャリアとして規制しない、と判断して、Cellco 
Partnership の請求を棄却した203、ことを強調する。このことが、前述した「青写真」であると理解さ
れる。 
 おそらく、Wheeler委員長は、新たな中立性規則の権能の根拠を 1996年電気通信法§ 706に求めて、
2010年の中立性規則の枠組みを、基本的に維持しつつ、コロンビア特別区連邦控訴裁判所によって支
持された「商業的に合理的な」という基準を採用して、「非差別」及び「ブロッキング/遮断の禁止」
の規則に対して一定の柔軟性を付与することによって、激しい議論を提起するであろう([3.1]で前述し
た「第 3の道」を含む)規制の再分類を回避しつつ、その意図に近い形でインターネットの開放性を維
持することが可能であると考えているものと思われる。(このことは、スペクトルの確保を目的とする
「インセンティブ・オークション」(='incentive auction(s)')に代表される重要な課題を抱える FCCが、
それらに注力することにも寄与し得る。) 
 同時に、FCCが、「透明性」の規則を強化し、事業者間の競争を促進することは、ブロードバンド・
プロバイダーが、FCC Comcast BitTorrent Orderにおいて問題とされた様な、最も極端な「ブロッキン
グ/遮断」を行うことを非常に困難なものとすることが期待され得る。 
 但し、当該アプローチの問題点も指摘され得る。まず、FCCは、American Library Ass'n v. FCC204で
示される原則に従って、FCCの事物管轄権の制限/限定及び目的の範囲でその権能を行使することが要
求されるが、FCC が具体的に判断する、その具体的な範囲について異議を申し立てられる危険性は、
やはり存在する。また、FCC が、具体的事案を「一件一件の/ケース-バイ-ケースの」(='case-by-case')
ベースで、更に発展させる(であろう/ことになる)ことは、ある特定の規則の合法性を事前に争う機会
を減少させ得る一方で、結果として、具体的な訴訟を増大させる危険性も有し得る。更に、「商業的に
合理的な」という基準は、不明確で、かつ、インターネットの開放性の保護のために不十分であり、
当該基準の導入が、どの様な程度であれ、「優先のための支払い」を容認する結果をもたらす、と解釈
され得る。 
 この様な状況の下で、幾つかの非ネットワーク系の IT 事業者及び中立性規制の賛成論者は、1996
年電気通信法§ 706が、中立性規則を公布する FCCの権能の根拠として不十分であることを理由とし
て、ブロードバンド・サービスを、連邦通信法第 II編の下で規制される電気通信サービスとして再分
類することを主張し続けている205206。 
 以上で記した様に、米国の「インターネットの開放性」をめぐる従前の議論では、ブロードバンド・
サービスの「伝送」の構成要素に対する規制のあり方が、主たる対象とされてきた207。その一方で、
より広く情報サービス規制のあり方を中心に、将来における課題も存在する。 
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 本件判決で取り消された 2010年の開放されたインターネットの命令も、主に物理的ネットワークを
含むリンク層で影響力を有するブロードバンド・プロバイダーの行為を、主たる規制の対象とする。
ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスを、連邦通信法第 II編が適用される電気通信
サービスとして規制の再分類を行う旨の提案も、基本的に本件命令と同様に専らリンク層に注目する
考えにもとづくものである。 
 しかし、今日では、リンク層に対する規制だけでは、必ずしも十分ではない。何故なら、情報通信
産業で、コンテンツ、アプリケーション、サービス及び機器等の多岐に渡る第三者が提供する補完的
な商品及び/又は役務を巻き込んで成長していく「エコシステム/生態系」(='ecosystem')が形成され、そ
れらの提供の「鍵となる」「プラットフォーム」(='platform')によって、競争が引き起こされるという
状況が発生してきたからである。この様なプラットフォームの鍵を握る企業の代表的なものとして、
Google社、Apple Inc.(以下「Apple社」)、Amazon.com, Inc.(以下「Amazon.com社」)、及びFacebook, Inc.(以
下「Facebook社」)の4社が挙げられ、それらの間で激しい競争が行われている208。 
 これらの事業者は、それらの中核事業は異なるが、エコシステム/生態系の構築によって実現を意図
するそれらの目的は、概して、直接的には中核事業で商品及び/又は役務を提供することから得られる
利益を追求するのと同時に、それらの影響力を上下のレイヤーに拡大することによって、(複数のレイ
ヤーからの)利益の獲得における相乗効果を追求し、更に、顧客自身(及び彼らに関するデータ)を囲い
込むことによって、将来的に利益をもたらし得る情報の源を確保することに存在する。概して、これ
らの事業者は、特に、「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」(='Social Networking Service'/以下
「SNS」)、及び(音楽、動画及びオンライン・ゲーム等の)コンテンツ配信等に代表される各種の情報
サービスが提供される上位レイヤーへと、その事業領域を拡大する傾向が存在する。また、例えば、
Apple社が、自らが開発・販売するスマートフォンであるiPhone®を、また、Facebook社が、一般に
「Facebook phone」と呼ばれたスマートフォンであるHTC Firstを、移動体通信事業者であるAT&T 
Mobility LLCにかつては各々独占的に提供していた様に、そして、本稿執筆の時点において、同社に、
Amazon.com社が、Amazon Fire® Phoneを独占的に提供している様に、中核事業を異にする事業者間の
合従・連携も行われ得る。 
 更に、近時においては、所謂「ビッグ・データ」(='big data')と呼ばれる、インターネットの普及及
びコンピュータの処理速度の向上などに伴い生成される、莫大なデジタル・データを、高速、かつ、
容易に分析することを可能とする技術が発展したことによって、例えば、顧客自身(及び彼らに関する
データ)の囲い込みは、少なくとも潜在的には莫大な富を創出し得ることとなった。そのため、これら
の事業者は、その様なデータの分析及び活用に、他の事業者との協力を含めて従事しつつある。そし
て、前述の様な事業者間の合従・連携は、伝統的な通信事業の範囲に限定されず、この様な事業者と
International Business Machines Corporation(以下「IBM社」)に代表される、従来から情報処理を主たる
事業領域の一部としてきた事業者との間でも行われつつある209。 
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 この様な状況は、スマートフォン、タブレット型コンピュータ、更に、各種のウェアラブル機器に
代表される移動体機器が、インターネット利用の主要な手段となり、更なるクラウド化及びビッグ・
データの活用等が進行する過程で、更に進行することが予測される。当該状況の下では、専ら「情報
サービス」として法的性質が決定されるブロードバンド・サービスの「伝送」の構成要素に対する規
制のあり方を検討するのみでは不十分であり、より広く「情報サービス」の提供に際して、専らアプ
リケーション層(及び/又はより上位)で影響力を有する事業者に対する規制のあり方を考察する必要が
ある。 
 特に、例えば、Facebook社が提供するFacebook®に代表されるSNS等は、アプリケーション層(及び/
又はより上位)で強力なプラットフォームを構築し得る。更に、当該プラットフォームは、単にエンド・
ユーザーに対して直接的にネットワーク効果をもたらすのみならず、当該SNSで利用可能なアプリケ
ーションの開発ツールのオープン化等によって、多大な利益を得る(すなわち、公共インターネット等
がもたらすネットワーク効果を十分に享受する)一方で、公共インターネット上に「壁に囲まれた庭」
(='walled garden')を構築し、それに対する支配からはほぼ排他的に利益を得ることを可能としてきた。 
 この様な危険性は、今後更に増大することも予測される210。2010年の開放されたインターネットの
命令で、FCCは、SNS事業者等も含まれるエッジ・プロバイダーを、規制の対象としていない211。し
かし、複数のエッジ・プロバイダー間のエコシステム/生態系の提供を含む活動に際しての「同一の競
争条件」が、確保され続ける様に監視を継続するのと同時に、将来的には、特にアプリケーション層(及
び/又はより上位)に対するより精緻な考察をともなう形で、レイヤー型規制の導入(及び/又はアプリケ
ーション層(及び/又はより上位)における規制を可能とする権能の確保)が必要とされるものと思われ
る212(その一部は、既存の通信規制の枠組みを越える可能性も存在し得るものと思われる)。 
 
 
むすびにかえて 
 
 米国では、インフラストラクチャーの整備のあり方が、現在に至る 15年以上に及ぶ激しい政策的議
論を提起してきた一方で、日本では、その整備は進んだ。また、ブロードバンド・サービスの規制上
の分類の問題も、特に顕在化してこなかった。しかし、IT技術の活用、及びその社会経済に対する貢
献のあり方において、米国は、過去約 20年間比類無い成功を収めてきた。特に、同国でのインターネ
ットのアプリケーション層(及び/又はより上位)における発展及びその社会的影響等は、数多くの有益
な示唆を提供する。また、本稿で争点となった問題は、情報通信ネットワークの IP化が進展する状況
において、情報通信産業で伝統的にはコモン・キャリアが果たしてきた役割を、如何にして、どの様
な事業者に対して委ねる形で将来における規制的枠組みを構築するか、という問題とも密接に関連す
る。その様なより広い考察において、米国の情報通信産業及びそれに関連する領域における競争政策
及び規制政策のあり方をめぐる議論は、我が国でも一定の意義を有するものと思われる。 
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[付記] 本稿は、研究題目「持続的な経済成長の促進を可能とする ICT利活用のあり方に関する総合的研究」 
   (基盤研究(C))(平成 24年度-27年度)に対して交付された、科学研究費補助金の成果の一部を含むもの 
   である。 
    また、本稿は、研究題目「モバイル・ブロードバンドの利活用を促進する情報通信政策のあり方 
    に関する研究-周波数利用の更なる拡大及びエコシステム間の事業者間競争を促進する規制的枠組 
    みの構築を中心に- (継続)」に対して支援された、平成 25年度公益財団法人電気通信普及財団研究 
    助成の成果の一部を含むものである。 
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<http://download.broadband.gov/plan/national-broadband-plan.pdf> (visited Mar. 17, 2010) (以下「FCC NBP 
2010」).  
150 Broadband Initiatives Program; Broadband Technology Opportunities Program, 74 Fed. Reg. 33,104, 33,106 
(2009). なお、RUSの長官には、民主党支持者の前 FCC委員の Jonathan Adelstein女史が、任命された。 
151 「連邦(商務省)電気通信情報庁」(='National Telecommunications and Information Administration'/以下
「NTIA」)は、電気通信及び情報に関する政策についての(1)大統領への助言をその最も主たる業務と
するが、その他にも(2)FCC及び連邦議会への提言・勧告、及び(3)連邦政府の電波利用の管理等も行う。
同庁のHP<http://www.ntia.doc.gov> (visited May 15, 2010)等を参照。 
152 Broadband Initiatives Program; Broadband Technology Opportunities Program, 74 Fed. Reg. 33,104, 
33,106-33,108 (2009).  
153 より具体的には、(1) インターネット政策声明の遵守、(2) 合法的なインターネットのアプリケー
ション及びコンテンツに対する非差別、(3) 如何なるネットワーク運営実務及びその変更の自らの
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WWWサイト上での表示、(4) 公共インターネットへの直接的又は間接的な接続、並びに(5) 相互接続
の提供、が義務付けられた。Broadband Initiatives Program; Broadband Technology Opportunities Program, 74 
Fed. Reg. 33,104, 33,110-33,111 (2009).これらの義務を定める文言の幾つかは、連邦通信法第 II編に由来
する。なお、(2)での非差別の義務は、源、目的地、又は所有にもとづくパケットの差別的取扱いの禁
止のみに限定される、AT&T Inc.とBellSouth Corporationとの合併に際して課された条件よりも、より
一般的である一方で、その適用は、公共インターネットを経由する部分に限定され、それ以外の部分
については、アプリケーション及びコンテンツの提供に際して、事業者のネットワーク管理に関する
幅広い裁量が容認された。また、1994年に制定された「法の執行を目的とする通信支援法」(='the 
Communications Assistance for Law Enforcement Act'/以下「CALEA」)を含む制定法が適用され得ること
とされた。 
 なお、物理的ネットワークにおいて、競争が存在し、必要な場合には迂回が可能な中流部分と、殆
どの地域において電話会社及びケーブル事業者による複占が存在する末端部分とを分離して規制し、
後者のみに(インターネット接続を目的とする)開放義務を課す考えを提案するものとして、Eli M. 
Noam, A Third Way for Net Neutrality, Financial Times, Aug. 29, 2006, available at 
<http://us.ft.com/ftgateway/superpage.ft?news_id=fto082920061243465496>(visited May 19, 2010)が存在す
る。BIP及びBTOPで採用された非差別及び相互接続等の規制のあり方は、Noam教授の考えに一定
の範囲で類似性を有する考えにもとづくものであると考えられる。 
154 例えば、2009年 7月 31日、FCCは、Google Inc.(以下「Google社」)が開発したVoIPサービスを実
現するアプリケーションであるGoogle Voiceが、Apple Inc.(以下「Apple社」)が運営する、同社が製造・
販売する携帯電話及び携帯用電子機器のためのアプリケーションのオンライン販売店であるApp 
Storeでの販売を却下されたことについて、後者に質問状を送付したと報じられた。Erica Ogg, Report: 
FCC inquires into Apple, AT&T rejection of Google Voice app, CNETNEWS.com, at 
<http://news.cnet.com/8301-13579_3-10301259-37.html> (July 31, 2009) (visited Aug. 3, 2009).その後、Apple
社は、当該質問に対する回答を公開した。Apple Inc., Apple Answers the FCC’s Questions (Aug. 21, 2009), 
available at <http://www.apple.com/hotnews/apple-answers-fcc-questions/> (visited Dec. 3, 2010).  
155 当該調査の告示では、既存のインターネット政策声明に記される 4原則に加えて、ブロードバン
ド・インターネット・アクセス・サービス・プロバイダーのネットワーク運営実務における(5) 非差
別、及び(6) 実務に関する情報の開示が、法文化され、そして、当該 6原則が、移動体無線ブロード
バンドを含む全てのプラットフォームに適用されることが、提案された。また、「管理/操作される」
(='managed')又は「特殊化される」(='specialized')サービスの範疇の定義のあり方等についても質問がな
された。In the Matter of Preserving the Open Internet Broadband Industry Practices, GN Docket No. 09-191; 
WC Docket No. 07-52, Notice of Proposed Rulemaking, 24 FCC Rcd 13064, FCC 09-93 (rel. Oct. 22, 2009), 
available at <http://hraunfoss.fcc.gov/edocs_public/attachmatch/FCC-09-93A1.pdf> (visited Oct. 31, 2009) (以
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下「Open Internet NPRM」).  
156 連邦通信法及び FCCの規則によって「電気通信サービス」の提供者であるコモン・キャリアに対
して課される義務は、ユニバーサル・サービス制度への貢献、それを目的とする長距離通信におけ
る「アクセス・チャージ」(='access charge')の支払い、及び州内通信における約款による料金表の作成、
等を含む。 
157 特に、ブロードバンド・サービスをともなう移動体無線通信サービスに対する規制のあり方を考察
する著作の代表的なものとして、Tim Wu, Wireless Carterfone, 1 International Journal of Communication 
389 (2007)が、存在する。Wu教授は、合衆国における移動体通信事業者が、製品の設計、並びに、機
器及びアプリケーションの市場における革新を、積極的に/攻撃的に支配しており、消費者に不利益を
もたらしている、と認定し、特に、(1) 「ネットワークへの(機器の)取り付け」(='Network Attachments')、
(2) 「製品の設計及び特質の不自由化」(='Product Design and Feature Crippling')、(3) 「差別的なブロー
ドバンド・サービス」(='Discriminatory Broadband Services')、並びに(4) 「アプリケーション(の開発)の
失速」(='Application Stall')という 4つの領域で、注意を喚起する。そして、彼は、以下の 4つの主要な
推奨を行う。すなわち、(1) 有線通信では採用されてきた、如何なる消費者も、自らの電話回線に如
何なる安全な機器を取り付けることを可能とする「カーターフォン・ルール」(='Carterfone Rules')と同
一の「無線カーターフォン」(='Wireless Carterfone')ルールを採用し、無線の世界における機器の革新を
自由にし、新たなアプリケーションの開発を刺激し、そして、最良の電話を可能とする機器の設計者
を自由にすることを可能とすること。それは、「ロッキング」(='locking')の禁止を含む。(2) 有線通信
事業者が、現在服している「基本的なネットワークの中立性のルール」(='Basic Network Neutrality Rules')
に、無線事業者も服するべきであること。特に、インターネット・コンテンツのブロッキング/遮断の
一般的な禁止を行うこと。(3) 消費者への「開示」(='Disclosure')を行うこと。無線事業者は、(サービ
スの)カバーを欠いている区域及び料金プランの開示に加えて、完全に、顕著に、かつ、平易な英語で、
機器に対して置かれる如何なる制限、帯域利用に対する如何なる制限、又は機器がある 1つのネット
ワークにロックされているか、を開示するべきであること。そして、(4) 「アプリケーション・プラ
ットフォーム」(='Application Platforms')を標準化すること。当該産業は、その「壁に囲まれた庭」(='walled 
garden')というアプローチを再評価し、そして、開発者のための、明確な、かつ、統一された標準を創
出する目的で共に働くべきであること。更に、Wu教授は、無線市場の「幼年期」(='infancy')が過ぎ去
りつつある状況のもとで、産業の実務のより重要な公共の精査の適切さ及び重要性を指摘する。Id. at 
425.  
 また、実務においても、近時には、Google社等の「ロビィ活動」(='lobbying')の結果、米国では 700MHz
帯の再編に際して、その約 1/3の 22MHzの帯域については、当該周波数を使用して構築される移動体
ネットワークで使用される端末の仕様やアプリケーションに関して，如何なる拘束も課してはならな
いことが条件付けられた。In the Matter of Service Rules for the 698-746, 747-762 and 777-792 MHz Bands; 
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Revision of the Commission’s Rules to Ensure Compatibility with Enhanced 911 Emergency Calling Systems; 
Section 68.4(a) of the Commission’s Rules Governing Hearing Aid-Compatible Telephones; Biennial Regulatory 
Review − Amendment of Parts 1, 22, 24, 27, and 90 to Streamline and Harmonize Various Rules Affecting 
Wireless Radio Services; Former Nextel Communications, Inc. Upper 700 MHz Guard Band Licenses and 
Revisions to Part 27 of the Commission’s Rules; Implementing a Nationwide, Broadband, Interoperable Public 
Safety Network in the 700 MHz Band; Development of Operational, Technical and Spectrum Requirements for 
Meeting Federal, State and Local Public Safety Communications Requirements Through the Year 2010, WT 
Docket No. 06-150; CC Docket No. 94-102; WT Docket No. 01-309; WT Docket No. 03-264; WT Docket No. 
06-169; PS Docket No. 06-229; WT Docket No. 96-86; WT Docket No. 07-166, Declaratory Ruling on 
Reporting Requirement under Commission’s Part 1 Anti-Collusion Rule, Second Report and Order, 22 FCC Rcd 
15289, FCC 07-132 (rel. Aug. 10, 2007), available at 
<http://hraunfoss.fcc.gov/edocs_public/attachmatch/FCC-07-132A1.pdf>(visited Aug. 31, 2007). 
158 FCC, The Third Way: The Future of Internet Policy in America (posted May 6, 2010), available at 
<http://www.youtube.com/watch?v=5aiRoZ63UtE> (visited May 19, 2010). 
159 In the Matter of Framework for Broadband Internet Service, GN Docket No. 10-127, Notice of Inquiry, 25 
FCC Rcd 7866, FCC 10-114 (rel. June 17, 2010), available at 
<http://www.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2010/db0617/FCC-10-114A1.pdf> (visited June 20, 2010) 
(以下「BBF NOI」). 
160 当該取扱いは、成功した「移動体サービスの規制上の取扱い」(47 U.S.C. § 332)をモデルとする。
当該条項は、その条文中に、同法同条が定める規制を差し控え得ることが明記されている。 
161 Google Inc., Google Public Policy Blog, A joint policy proposal for an open Internet, (posted Aug. 9, 2010), 
available at <http://googlepublicpolicy.blogspot.com/2010/08/joint-policy-proposal-for-open-internet.html> 
(visited Aug. 15, 2010). ここで提案される 7原則は、以下の通り。(1) 有線のブロードバンドにおいて、
インターネット政策声明に記される 4原則が、FCCにおいて完全に強制可能となること。(2) 非差別
的な実務が原則化され、強制され得ること(すなわち、「トラフィック/通信量の差別化」の禁止)。(3) 有
線及び無線のブロードバンドについて、消費者に対する情報開示が原則化され、強制され得ること。
(4) FCCによって利用可能な強制の仕組みが創設され、それが、「一件一件/ケース-バイ-ケース・ベー
スで」(='case-by-case basis')、開放性の政策を強制し得ること。(5) ブロードバンド・プロバイダーが、
今日提供されるインターネット・アクセス及びビデオ・サービスとは異なる、追加的な差別化された
オンライン・サービスを提供することを容認すること。当該サービスが、伝統的なブロードバンド・
インターネット・アクセス・サービスとは区別可能でなければならず、そして、当該規則を迂回する
様に設計されないことを確かなものとするセーフガードが設けられること。FCCは、また、これらの
サービスの発展が、インターネット・アクセス・サービスの継続的発展に干渉しない様に、監視する
124 松宮 広和 
 
                                                                                                                                                                             
こと。(6) 無線ブロードバンド市場が、(一部には)より競争的であること、急速に変化しつつあること、
及びその発生期にあることに鑑みて、それに対しては、情報開示のみが要求されるべきであること。
「政府説明責任局」(='the Government Accountability Office')が、FCCに対して、無線ブロードバンド市
場における発展、及び現行の政策が、消費者の保護に機能しているか否かについて、毎年報告する様
に義務付けられること。そして、(7) 全てのアメリカ人が、インターネットに対するブロードバンド
を有することが、国益に存すること、及び当該目的のために、両者が、「ユニバーサル・サービス基金」
(='Universal Service Fund'/以下「USF」)改革に協力すること。Id.  
162 インターネットの開放性の維持を目的とする規制の対象を移動体無線ブロードバンドに拡大する
という考えそれ自体は、理念的には勿論肯定され得るが、周波数オークションが実施され、落札され
たスペクトルが実際上の財産的価値を有する米国の状況において、当該スペクトルを使用して提供さ
れるサービスについても規制の対象とすることに対する事業者の反対は、予測され得るものである。
当該問題は、より広く周波数政策のあり方をめぐる議論とも関連する形で議論されるべきであるもの
と思われる。 
163 両者の当該提案行為に対して、Michael J. Copps委員は、「あるものは、この声明が、当該議論を前
進させると主張するだろう。それが、その数多くの問題の 1つである。ある 1つの判断、すなわち、
ブロードバンド電気通信に対する FCCの権能を再確認し、開放されるインターネットを現在及び未来
において保証し、そして、巨大な会社の利益の前に、消費者の利益を置く、ある 1つの判断を前進さ
せる時である。」と述べて、反対する見解を表明した。FCC, Statement of Commissioner Michael J. Copps 
on Verizon-Google Announcement, 2010 FCC LEXIS 4782 (rel. Aug. 9, 2010), available at 
<http://www.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2010/db0809/DOC-300754A1.pdf> (visited Aug. 12, 
2010).  
164 FCC Open Internet Order 2010, supra note 53. その詳細は、例えば、注(53)に記した拙稿等を参照のこ
と。 
165 Id. Appendix A § 8.3.  
166 なお、「透明性」の規則については、2011年 6月 30日、FCCによって勧告の指針が公表された。
当該指針は、当該規則を充足する(であろう)開示の実務について追加的な明確さを追求するブロード
バンド・プロバイダーのために意図されるものである。そこでは、(1) 「購入の場での開示」
(='Point-of-Sale Disclosures')、(2) 「サービスの描写」(='Service Description')、(3) 「要求される開示の程
度」(='Extent of Required Disclosures')、(4) 「コンテンツ、アプリケーション、サービス、及び機器の
プロバイダー」(='Content, Applications, Service, and Device Providers)(のために十分な正確な情報の開示)、
並びに(5) 「安全の手段」(='Security Measures')、という 5つの特定の領域における指針が示された。
FCC, FCC Enforcement Bureau and Office of General Counsel Issue Advisory Guidance for Compliance with 
Open Internet Transparency Rule, GN Docket No. 09-191, WC Docket No. 07-52, Public Notice, 26 FCC Rcd 
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9411; 2011 FCC LEXIS 2663, DA 11-1148 (rel. June 30, 2011), available at 
<https://apps.fcc.gov/edocs_public/attachmatch/DA-11-1148A1.pdf> (visited July 14, 2011) (以下「FCC Open 
Internet Transparency Rule Advisory Guidance」).  
167 FCC Open Internet Order 2010, supra note 53, Appendix A § 8.5.  
168 Id. Appendix A § 8.7.  
169 Id. Appendix A § 8.11 (d).  
170 Id. Appendix A § 8.7.  
171 Id. ¶ 83.  
172 Id. ¶ 105.  
173 Id. ¶ 112. 例えば、既存の施設ベースのVoIPサービス、IPベースの多チャンネル・ビデオ・サービ
ス、特別化された遠隔医療、スマート・グリッド又は eラーニング等の、アプリケーションを提供す
るサービスが、挙げられ得る。 
174 Id. ¶ 113.  
175 FCCは、より広く 1996年電気通信法§ 706、競争及び電気通信サービスの消費者を保護する連邦通
信法の第 II編、固定及び移動体の無線サービスを提供するために使用される電磁波のスペクトルをラ
イセンスする権能等を FCCに付与する連邦通信法の第 III編、ビデオ・サービスにおける競争を保護
する連邦通信法の第VI編、並びに、特に「透明性」の規則との関連で、連邦議会に対する年次報告
を FCCに義務付ける同法§ 4 (k)等を根拠として、当該サービスを規制する権能が、FCCに対して付与
される、と解釈して、当該規則制定を行った。Id. ¶¶ 115-150. 
176 Id. ¶¶ 151-160.  
177 Id. ¶ 163.  
178 例えば、Northwestern Universityの James B. Speta教授は、数多くのインターネット・アクセス・プ
ロバイダーが、インターネット・アクセスと同時に、当該キャリアが、それらを、その加入者に対し
てのみサービスの幾つかの品質を確かなものとする様に設計されるあるやり方で提供することを理由
として、「管理/操作されるサービス/マネージド･サービス」(='managed service(s)')と呼ばれ得るサービ
スを提供すること、及び後者が、数多くの状況において、インターネット上のアプリケーション又は
サービスとして、非関連の当事者によって提供されるサービスと競争する(であろう)ことを指摘する。
そして、彼は、結果として、ある「非差別」(='nondiscrimination')の規則が、効果的である場合でも、
当該キャリアに、そのインターネット・サービスを維持し、かつ、当該「管理/操作されるサービス/
マネージド･サービス」の領域における当該キャリアの行動の自由を制限する、特定の行動の又は構造
的な規則によって、補足される必要がある(であろう)こと、及び、そのことは、また、「非差別」の規
則のための非経済的な正当化が、当該規則の当該究極的な影響を特定し、そして、判断する目的で、
反トラストの議論で一般的な経済的に理由付けられる道具によって、補足されなければならないこと
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を指摘する。James B. Speta, Supervising Managed Services, 60 Duke L.J. 1715, 1758-59 (2011).  
179 例えば、前掲注(65)を参照のこと。 
180 例えば、2012年 2月 6日、International Data Corporation(IDC)は、2011年のスマートフォンの出荷
台数が、4億 9,140万台であった、と発表した。同年 3月 20日、同社は、2011年のパーソナル・コン
ピュータの出荷台数が、3億 5,330万台であった、と発表し、スマートフォンの出荷台数が、通年でパ
ソコンのそれを初めて上回ったことが明らかとなった。IDC, Smartphone Market Hits All-Time Quarterly 
High Due To Seasonal Strength and Wider Variety of Offerings, According to IDC (rel. Feb. 6, 2012), available 
at <http://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prUS23299912> (visited Mar. 25, 2012) . 
181 See supra note 51.  
182 Michael Hiltzik, Net neutrality is dead. Bow to Comcast and Verizon, your overlords, L. A. Times, Jan. 14, 
2014, available at 
<http://www.latimes.com/business/hiltzik/la-fi-mh-net-neutrality-20140114,0,522106.story#axzz2rUJlUnEK> 
(visited Jan. 21, 2014). ネットワークの中立性の維持を求める公衆の圧力が、(それに反対する)産業界の
圧力を上回ることが、当該問題の解決への唯一の道である、と主張する。 
183 Free Pressの会長兼 CEOである Craig Aaron氏は、「FCCは、前委員長の Julius Genachowski氏の主
導の下で、それが、オープン・インターネット命令を確固たる法的基盤に基礎を置くことを怠った際
に、ある大きな誤りを犯した。」、と批判した。Free Press, Court Strikes Down FCC Open Internet Order (rel. 
Jan. 15, 2014), available at 
<http://www.freepress.net/press-release/105543/court-strikes-down-fcc-open-internet-order> (visited Jan. 18, 
2014). 
184 デジタル文化における市民の権利の保護を目的とする公益団体である Public Knowledgeは、コロン
ビア特別区連邦控訴裁判所の判決によって、オープン・インターネット命令の「透明性」(='Transparency')
の規則のみが効力を有する状況は、(FCC Comcast BitTorrent Orderに至る争点が議論を提起してい
た)2008年の状況に著しく類似すると指摘して、ブロードバンド・サービスを、連邦通信法第 II編の
下で電気通信サービスとして規制を再分類するべきである、と主張する。Public Knowledge, Policy Blog, 
What Does Network Neutrality Look Like Today? (Posted Jan. 15, 2014), available at 
<http://www.publicknowledge.org/blog/what-does-network-neutrality-look-today-0> (visited Jan. 18, 2014). 
185 Yeshiva Universityの Benjamin N. Cardozo School of Lawの Susan Crawford教授は、ネットワークの
中立性を維持するために、そして、高速のインターネット・アクセスが、当該国家の経済と同様に、
我々の、市民の、社会の及び個人の良き存在のために必要不可欠であると認識されることを確かなも
のとするために、FCCは、(高速のインターネット・アクセス・サービスを非規制とする)当該ラベル
を変更しなければならない、インターネット・サービス・プロバイダーは、コモン・キャリアであり、
それらは、その様に政府の監督及び規制を必要とする、と指摘する。そして、77 %以上のアメリカ人
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が、ローカルのケーブル事業者が提供する高速のインターネット接続に 1つの選択肢しか有さず、
OECDに依ると、米国の光ファイバーの普及率は、世界で第 14位である、という状況の下で、FCC
は、これらのサービスを、電気通信サービスとして規制を再分類する目的で、FCCが保有する、法的
な権能を行使するべきである、と主張する。Susan Crawford, Crawford: Why net neutrality matters to you, 
Newsday, Jan. 15, 2014, available at 
<http://www.newsday.com/opinion/oped/why-net-neutrality-matters-to-you-susan-crawford-1.6807160> (visited 
Jan. 21, 2014).  
186 University of PennsylvaniaのKevin Werbach准教授は、クラウド・コンピューティングの勃興は、イ
ンターネットをより中央集権型のプラットフォームへと進化させつつあり、この出現しつつあるパラ
ダイム/理論的枠組みは、1960年代に技術者の間に普及した予見である「コンピュータ・ユーティリ
ティ」(='computer utility')と際立った類似性を有する、と述べる。また、ネットワーク(で接続)された
コンピュータは、通信の公益事業へのアクセスを必要とし、そして、ネットワーク(で接続)されたコ
ンピュータ・プラットフォームは、それ自体が、公益事業として機能する、と指摘する。そして、イ
ンターネット-ベースのデジタル･サービスは、伝統的なコモン・キャリア規制の当該構造に服するべ
きではなく、FCCのための当該基本的な政策の挑戦は、規制と非規制との間の選択でも、また、閉ざ
されたネットワークと開放されたネットワークとの間の選択でもなく、公益事業という何年もの古き
当該概念を、クラウド・コンピューティングの当該現代の環境へ翻訳することである(であろう)、と
主張する。Kevin Werbach, The Network Utility, 60 Duke L.J. 1761, 1840 (2011).  
187 例えば、(これは、その後、2014年 5月 15日に、新たなネットワークの中立性規則の規則制定提
案の告示が公表されたより後のことであるが、)共和党支持者である前 FCC委員の Robert M. 
McDowell 氏は、特に合衆国憲法修正第 1 で保護される表現の自由を根拠として、本件判決を支持し、
ケーブル事業者に対して、FCCによる中立性規則の規則制定に反対するべきである、と主張する。
Robert M. McDowell, Net Neutrality Vs. Free Speech; Cable interests are trying to drag Internet 'edge' providers 
down with them into the regulatory abyss, WSJ.com, Aug. 28, 2014, available at 
<http://online.wsj.com/articles/robert-m-mcdowell-net-neutrality-vs-free-speech-1409269385>(visited Aug. 31, 
2014).    
188 コロンビア特別区連邦控訴裁判所が、オープン・インターネット命令の「ブロッキング/遮断の禁
止」(='anti-blocking')及び「非差別」(='anti-discrimination')の規則を取り消した、2014年 1月 14日、Verizon 
Communications Inc.は、「1つのことは、確かである。すなわち、本日の判決は、消費者が、現在行う
様にインターネットにアクセスし、そして、利用する消費者の能力を変更しない(であろう)。当該裁
判所の判決は、革新により多くの余地を許す(であろう)、そして、消費者は、彼らのために、如何に
彼らがインターネットにアクセスし、そして、体験するかを判断するより多くの選択を有する(であろ
う)。」、と述べる報道発表を行った。Verizon Communications Inc., Open Internet Ruling: No Change for 
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Consumers’ Ability to Access and Use the Internet (rel. Jan. 14, 2014), available at 
<http://newscenter.verizon.com/corporate/news-articles/2014/01-14-verizon-reiterates-commitment-to-open-inter
net> (visited Jan. 21, 2014).  
189 Netflix, Inc. (以下「Netflix社」)は、1997年にMarc Randolph及びReed Hastingsの両氏によって設立
されたキャリフォーニア州 Los Gatos町に本社を有するオン・デマンドのインターネット・ストリー
ミング・メディアのプロバイダーである。同社は、また、合衆国国内で定額制の郵送DVDレンタル・
サービスを提供する。同社のインターネット・テレビジョン・ネットワークは、世界の 40箇国以上で
5,000万を越えるストリーミング・メンバーを有し、オリジナル制作番組を含むコンテンツを提供して
いる。同社のWWWサイト<https://www.netflix.com>(visited Aug. 5, 2014)等を参照。 
190 2014年 2月 23日、世界の主導的なインターネット・サブスクリプション・サービスのプロバイダ
ーであるNetflix社が、そのサービスが受ける速度の改良を目的としてComcast Corporationとある契約
を締結したことが、公表された。当該契約は、複数年に渡り、その対価として毎年数百万合衆国ドル
の支払いが行われる(であろう)ことが報じられた。当該契約が、Netflix社に「優先的取扱い」
(='preferential treatment')を与えない(であろう)ことが特に公表されたが、消費者の支持者は、当該契約
の影響が、必然的に消費者に及ぶ(であろう)ことを懸念している、とも報じられた。Chris Dimarco, 
Netflix strikes deal with Comcast to improve speed and quality of its service, InsideCounsel, at 
<http://www.insidecounsel.com/2014/02/24/netflix-strikes-deal-with-comcast-to-improve-speed> (Feb. 24, 
2014) (visited Mar. 1, 2014).  
191 H. R. 3982, 113th Cong., 2nd Sess. (2014). その正式名称は、「開放されたインターネット及びブロー
ドバンド産業の実務の維持に関係する FCCの当該規則が、アメリカ合衆国コロンビア特別区連邦控訴
裁判所によって FCCに差し戻されたその様な規則の手続きにおいて、FCCが最終的な行動を取る当
該日まで復活し、効力を保持し続けなければならないことを提供する法案」(='A BILL To provide that the 
rules of the Federal Communications Commission relating to preserving the open Internet and broadband 
industry practices shall be restored to effect until the date when the Commission takes final action in the 
proceedings on such rules that were remanded to the Commission by the United States Court of Appeals for the 
District of Columbia Circuit.')である。 
192 S. 1981, 113th Cong., 2nd Sess. (2014).  
193 FCC, Statement by FCC Chairman Tom Wheeler on the FCC’s Open Internet Rules February 19, 2014, 2014 
FCC LEXIS 490 (rel. Feb. 19, 2014), available at 
<https://apps.fcc.gov/edocs_public/attachmatch/DOC-325654A1.pdf> (visited Mar. 3, 2014). 
194 FCC, Remarks of Tom Wheeler, Chairman, Federal Communications Commission National Cable & 
Telecommunications Association, 2014 FCC LEXIS 1524 (rel. Apr. 30, 2014), available at 
<http://transition.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2014/db0430/DOC-326852A1.pdf> (visited May 3, 
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2014). 
195 Amazon.com, Inc.(以下「Amazon.com社」)、LinkedIn Corporation、Facebook, Inc.(以下「Facebook社」)、
及びNetflix社を含む技術系の巨大企業と同様に、100を超えるより小規模なベンチャー企業が、この
新たな規則制定の計画を放棄することを、2014年5月7日にFCCに対して要求した、と報じられた。
Cecilia Kang & Brian Fung, Objections from inside, outside FCC shake net-neutrality proposal, Washington Post, 
May 8, 2014, available at 
<http://www.washingtonpost.com/business/technology/objections-from-inside-outside-fcc-shake-net-neutrality-p
roposal/2014/05/08/9c16bb74-d6de-11e3-aae8-c2d44bd79778_story.html>(visited May 10, 2014).   
196 2014年 5月 7日、新たなネットワーク中立性の規則の投票に先行して、民主党支持者である FCC
の Jessica Rosenworcel委員は、Tom Wheeler委員長による新たな規則制定の提案にもとづく投票を 1
箇月延期することを求めた。 Id.  また、同じく民主党支持者である FCCのMignon Clyburn委員は、
同日、彼女が、2010年の開放されたインターネットの命令に賛成するために投票したときに、当該
規則の当該射程、及び当該規則がもとづいた当該法理論について、(1) 彼女が、当該固定(の)規則を、
移動体(の)サービスに対して適用するべきであったことを明らかにしたこと、(2) 「優先のための支払
い」(='Pay for Priority')の取り決めを完全に禁止するべきであったこと、(3) ある開放されたインターネ
ットを全てのエンド・ユーザーに利用可能として、そして、FCC が、当該命令における当該例外が、
ある開放されたインターネットが、真に全てのものに利用可能とするという当該原則を危険に陥れる
かを注意深く監視することを促進するべきであったこと、そして、(4) FCCのブロードバンド・イン
ターネット・アクセス・サービスに対する法的権能に関する彼女の嗜好を何度も繰り返して言ったこ
と、及び、当該命令が、ある異なる枠組みを採用した一方で、彼女は、それが、ある開放されたイン
ターネットを保護する目的で前進するために必要であったことを信じること、という 4つの懸念を表
明したことを述べた。そして、Clyburn委員は、多くのものとは異なって、(2014年 1月 14日のコロ
ンビア特別区連邦控訴裁判所判決による)この差戻しを、FCCが、ある新たな注視を行い、そして、
この 4年間に渡って発生してきた当該数多くの発展に照らして我々の政策を評価する、ある比類無い
機会として、実際に考える、という考えを表明して、ブロードバンド・インターネット・アクセス・
サービスに対する規制の再分類が必要であることを示唆する。FCC, Mignon Clyburn, FCC 
Commissioner, Preserving An Ever-Free and Open Internet (posted May 7, 2014), available at 
<http://www.fcc.gov/blog/preserving-ever-free-and-open-internet> (visited May 10, 2014).  
197 2014年 5月 8日、共和党支持者である FCCのAjit Pai委員は、FCC委員による更なる考察を行う
目的で、新たなネットワーク中立性の規則の投票の延期を提案したことを公表した。FCC, Statement 
of FCC Commissioner Ajit Pai on Delaying Internet Regulation Vote, 2014 FCC LEXIS 1598 (rel. May 8, 2014), 
available at <http://transition.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2014/db0508/DOC-326981A1.pdf> 
(visited May 10, 2014).  
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198 FCC, FCC Launches Broad Rulemaking on How Best to Protect and Promote the Open Internet; Seeks 
Public Input over the Next Four Months to Find Most Viable Approach, 2014 FCC LEXIS 1704 (rel. May 15, 
2014), available at 
<http://transition.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2014/db0515/DOC-327104A1.pdf> (visited May 17, 
2014). 
199 FCC, In the Matter of Protecting and Promoting the Open Internet, GN Docket No. 14-28, Notice of 
Proposed Rulemaking, 29 FCC Rcd 5561; 2014 FCC LEXIS 1689, FCC 14-61 (rel. May 15, 2014), available at 
<http://transition.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2014/db0515/FCC-14-61A1.pdf> (visited May 17, 
2014) (以下「FCC Protecting and Promoting the Open Internet NPRM 2014」). 当該「規則制定提案の告示」
(='Notice of Proposed Rule Making'/NPRM)では、以下のことが提案された。(1) ブロードバンド・インタ
ーネット・アクセス・サービス・プロバイダーを支配する、2010年の当該規則の当該定義及び範囲を
維持するが、しかし、「企業(向けの)サービス」(='enterprise services')、「インターネット・トラフィッ
ク・エクスチェンジ」(='Internet traffic exchange')、及び「特殊化されるサービス」(='Specialized Service(s)')
は、維持しないこと、(2) 消費者、「エッジ・プロバイダー」(='edge provider(s)')、及び FCCに、消費
者のオンライン・サービスの使用に影響を与える輻輳の当該性質及び新たな実務の適時の告示に対す
る情報を含む、適応された開示を提供すること等によって、コロンビア特別区連邦控訴裁判所によっ
て支持された既存の「透明性」(='Transparency')の当該規則の強化を提案すること、(3) 改訂される「ブ
ロッキング/遮断の禁止」(='No Blocking')の一部として、インターネットを理由する全てのものが、活
力ある、高速で、及び動的なインターネット・アクセスを享受し得ることを確かなものとすることを
提案すること、(4) あるブロードバンド・プロバイダーによって、ある関連会社に対して排他的に提
供される「優先サービス」(='priority service')は、そうでないことが証明されるまでは、非合法である、
と一時的に結論付けること、(5) 如何に「商業的に合理的な」(='commercially reasonable')と呼ばれるあ
る法的基準の下で、如何なる行為が、消費者、競争、自由な表現、及び「市民の関与」(='civic engagement')、
並びに他の基準、に損害を与えるか、を分析する、ある厳格な、多要素の「スクリーン」(='screen')を
工夫するか、を問うこと、(6) 1996年電気通信法§ 706又は連邦通信法第 II編の何れにもとづく法的権
能が、インターネットを開放的に維持する最も効率的な手段を提供するかについてある一連の詳細な
質問を問うこと、及び(7) 消費者及びベンチャー企業及び小規模な企業のために、ある番犬として行
動するあるオンブズマンを含む、迅速に紛争を解決し、及び予防する多要素の過程を提案すること。 
200 Cellco Partnership v. FCC, 700 F.3d 534, 403 U.S. App. D.C. 105 (D.C. Cir. 2012).  
201 Id. at 547.  
202 Id. at 548.  
203 Id. at 551.  
204 American Library Ass'n v. FCC, 406 F.3d 689, 703-04 (D.C. Cir. 2005).  
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205 2014年 7月 15日、「2014年オープン・インターネット維持法」(='the Open Internet Preservation Act of 
2014')を提出したマサチューセッツ州選出の Ed Markey氏を含む 11名の民主党上院議員は、同日、FCC
の Tom Wheeler委員長に対して、ブロードバンド・インターネット・アクセスの伝送の要素を、連邦
通信法第 II編の下で規制される電気通信サービスとして再分類することを求める手紙を送ったことを
公表した。U.S. Senate, To Protect Net Neutrality, Markey Leads Senate Dems in Call to Reclassify Broadband 
as a Utility (rel. July 15, 2014), available at 
<http://www.markey.senate.gov/news/press-releases/to-protect-net-neutrality-markey-leads-senate-dems-in-call-t
o-reclassify-broadband-as-a-utility> (visited July 17, 2014).  
206 2014年 7月 16日、Netflix社は、当該「規則制定提案の告示」(='Notice of Proposed Rule Making'/NPRM)
に対する意見を FCCに送付したことを発表した。当該意見でも、同社は、「優先のための支払い」が、
悪い政策であること、1996年電気通信法§ 706が、中立性規則を公布する FCCの権能の根拠として不
十分であること、及びブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスは、その伝送の構成要
素が、分離可能であり、連邦通信法第 II編の下で規制される電気通信サービスとして規制し得ること、
等を主張する。Netflix, Inc., Netflix Open Internet Comments to the FCC (rel. July 16, 2014), available at 
<https://pr.netflix.com/WebClient/getNewsSummary.do?newsId=1402#> (visited July 18, 2014).  
207 このことは、従来から殆どの固定(の)ブロードバンド・サービス市場では、地域電話会社とケーブ
ル事業者による複占が存在していたことに加えて、移動体(の)ブロードバンド・サービス市場では、
主に地域 Bell電話会社による寡占化が進行し、一方、より高速の固定(の)ブロードバンド・サービス
市場では、事実上ケーブル事業者が独占的地位を獲得してきた、という米国の状況を、反映するもの
である。 
208 例えば、Apple Inc.(以下「Apple社」)は、本来は(電子)機器の製造・販売業者であったが、近時で
は「アップ」(='app(s)')を中心とするアプリケーション、サービス及びコンテンツ等のプラットフォー
ムの提供、更に検索・地理情報関連サービスへの拡大、車載システムであるApple CarPlay®及び移動
体決済サービスであるApple Pay®の提供等へと事業を拡大してきた。Google社は、本来は検索・広告
事業者であったが、近時では、従前から提供してきたスマートフォンやタブレット型コンピュータに
加えて各種のウェアラブル機器を含むAndroid® OS搭載の(電子)機器の普及・自らによる販売、アプ
リケーション、サービス及びコンテンツ等のプラットフォームの提供並びにそれらの自らによる販売、
更に、「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」(='Social Networking Service'/以下「SNS」)機能の
拡充(及び e-コマース/電子商取引)、「スマートテレビ」(='smart TV')のプラットフォームであるGoogle 
TV®及びAndroid® TV並びに車載システムであるAndroid® Autoの提供等へと事業を拡大してきた。一
方、Facebook社は、本来は SNS事業者であったが、近時では広告・検索(を含む機能)、メッセージン
グ、更にアプリケーション、サービス及びコンテンツ等のプラットフォームの提供、WiFi等を経由す
る無料通話サービスの提供、自らが提供する SNSの利用に特化した(電子)機器及びアップの提供等へ
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と事業を拡大してきた。また、Amazon.com社は、従来から e-コマース/電子商取引を中核事業とする
が、近時では(電子)機器であるAmazonKindle®及びスマートフォンであるAmazon Fire® Phoneを販売
して、当該事業を強化し、更に広告事業及びオリジナルのコンテンツの配信等へと事業を拡大してき
た。 
209 例えば、2014年 10月 29日、Twitter, Inc. (以下「Twitter社」)は、International Business Machines 
Corporation(以下「IBM社」)と、Firehoseと呼ばれるTwitter社が保有する公開された「ツイート」(='tweet')
のリアルタイム・データに対する、意思決定を目的とする企業向けの分析サービスで提携したことを
発表している。Twitter, Inc., Chris Moody, VP, Twitter Data Strategy, Changing the way business decisions are 
made, (posted Oct. 29, 2014), available at <https://blog.twitter.com/ibm> (visited Oct. 30, 2014).  
210 近時では、特に若年層を中心に利用者が急増してきた、WhatsApp®及び Lineに代表される、VoIP
及び電子メール等のサービスを無料で実現するアップも、SNS機能を拡充させ、更に、ゲーム等のア
プリケーションのプラットフォームとしての機能を具備しつつある。すなわち、これらを提供する事
業者は、Apple社、Google社、Facebook社、及びAmazon.com社等と同様に、特に移動体通信機器に
よって利用されるエコシステム/生態系を構築することを意図している。2014年 2月 19日、Facebook
社は、WhatsApp®の提供者であるWhatsApp Inc.を約 160億合衆国ドルで買収することを発表した。
Facebook, Inc., Facebook to Acquire WhatsApp (rel. Feb. 19, 2014), available at 
<http://newsroom.fb.com/news/2014/02/facebook-to-acquire-whatsapp> (visited Feb. 28, 2014).  
211 FCCは、本件規則を、インターネットを経由する、コンテンツ、アプリケーション(又はサービス)
の提供の様なエッジ・プロバイダーの活動には適用しない。その理由は、以下の通り。(1) 連邦通信
法は、特に、有線又は無線による通信を提供する目的でのネットワーク及びスペクトルの利用に関連
する損害を防止することを FCCに命じること。(2) 当該命令は、インターネット政策声明の発展であ
ること。そして、(3) ブロードバンド・プロバイダーが、彼らの加入者及びそれらの加入者に到達す
ることを希望する如何なるものに対して、インターネットに対するアクセスを支配すること。FCC 
Open Internet Order 2010, supra note 53, ¶ 50. 
212 See, e.g., Richard S. Whitt, A Horizontal Leap Forward: Formulating a new communications public policy 
framework based on the network layers model, 56 Fed. Comm. L.J. 587, 672 (2004).  
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